
提供研究施設等利⽤申込書 

 
令和  年  ⽉  ⽇ 

 
国⽴研究開発法⼈産業技術総合研究所 
研究環境整備本部⻑ 殿 
 

申請者   住 所 
会社名 

代表者名（押印不要） 
 

貴所提供研究施設等を利⽤したいので、下記のとおり申請します。 
 

記 
 
１．利⽤を申し込む研究施設・設備名 

スマートシステム研究棟〇〇室 
 

２．ご利⽤希望期間   令和  年  ⽉  ⽇から 
令和  年  ⽉  ⽇まで 

 
３．利⽤しようとする提供研究施設等の⽤途 

（産業競争⼒強化法に規定されたいずれかの⽬的を記⼊） 
 新商品の開発⼜は⽣産 
 新たな役務の開発⼜は提供 
 商品の新たな⽣産⼜は販売の⽅式の導⼊ 
 役務の新たな提供の⽅式の導⼊ 
 その他新たな事業活動：○○○ 

 
４．利⽤計画書（別紙１） 
 
５．反社会的勢⼒の排除に係る誓約書（別紙２） 
 
６．会社案内、過去３年分の決算書類（事業報告、貸借対照表、損益計算書等）（別紙３） 
 

以上 



別紙１ 
 

利⽤計画書 

 
提供研究施設等の利⽤計画は以下の通りです。内容を変更する場合、速やかに申請し、その確認を得

ます。 
 
１．利⽤の⽬的及び概要 

⽬的及び概況：⼤型PCSにおける○○試験の実施 
試験の参照規格：JIS○○ 

 
２．設備等の持ち込みの予定 

設備等の名称 PCS 
設備等の仕様 １．最⼤電⼒使⽤ピーク容量  

100kW  
２．最⼤電⼒量 / 30分  
50kWh  
３．直流電圧(Vdc)  
660Vdc（CVモード）  
４．交流電圧(Vac)  
440Vac 

必要ユーティリティ 電気、空調、その他 
その他  

 
設備等の名称 PCS 
設備等の仕様 １．最⼤電⼒使⽤ピーク容量  

100kW  
２．最⼤電⼒量 / 30分  
50kWh  
３．直流電圧(Vdc)  
660Vdc（CVモード）  
４．交流電圧(Vac)  
440Vac 

必要ユーティリティ 電気、空調、その他 
その他  

 
 



３．提供研究施設等の利⽤者  
（※利⽤者には履歴書を提出頂きます。様式等詳細は、申込書受理後に別途ご案内します。） 

⽒名 期間 所属機関・役職 
利⽤責任者 

（✓を記⼊） 
○○ ○○ 令和 年 ⽉ ⽇〜

令和 年 ⽉ ⽇ 
  

    
    
    

 
４．その他特記事項 
 



別紙２ 
 
国⽴研究開発法⼈産業技術総合研究所 

研究環境整備本部⻑ 殿 
 

反社会的勢⼒排除に関する誓約書 
 

当社（個⼈である場合は私、団体である場合は当団体）は、以下の１及び２のいずれにも該当しません。
また、将来においても該当することはありません。 

この誓約が虚偽であり、⼜はこの誓約に反した場合、契約を解除されることに同意し、それに対して異議
は⼀切申し⽴てず、⼀切の損害賠償請求を⾏いません。 
 

１ 契約の相⼿⽅として不適当な者 
（１）法⼈等（個⼈、法⼈⼜は団体をいう。）の役員等（個⼈である場合はその者、法⼈である場合は役

員⼜は⽀店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表
者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴⼒団（暴⼒団員によ
る不当な⾏為の防⽌等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴⼒団をい
う。）、暴⼒団員（同法第２条第６号に規定する暴⼒団員をいう。）、暴⼒団関係企業、総会屋、社
会運動標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴロ、特殊知能暴⼒集団等の反社会的勢⼒（以下、「反社会的勢
⼒」という。）であるとき 

（２）役員等が、⾃⼰、⾃社若しくは第三者の不正の利益を図る⽬的⼜は第三者に損害を加える⽬的をも
って、反社会的勢⼒を利⽤するなどしているとき 

（３）役員等が、反社会的勢⼒に対して、資⾦等を供給し、⼜は便宜を供与するなど直接的あるいは積極
的に反社会的勢⼒の維持、運営に協⼒し、若しくは関与しているとき 

（４）役員等が、反社会的勢⼒であることを知りながらこれを不当に利⽤するなどしているとき 
（５）役員等が、反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係を有しているとき 
 

２ 契約の相⼿⽅として不適当な⾏為をする者 
（１）暴⼒的な要求⾏為を⾏う者 
（２）法的な責任範囲を超えた不当な要求⾏為を⾏う者 
（３）取引に関して脅迫的な⾔動をし、⼜は暴⼒を⽤いる⾏為を⾏う者 
（４）偽計⼜は威⼒を⽤いて契約担当職等の業務を妨害する⾏為を⾏う者 
（５）その他前各号に準ずる⾏為を⾏う者 

 
３ 下請負契約等に関する契約解除 

（１）貴所との契約において、下請負⼈等（下請負⼈（下請負が数次にわたるときは、すべての下請負⼈
を含む。）及び再委任者（再委任以降のすべての受任者を含む。））が解除対象者（１及び２に記載
する要件に該当する者をいう。）であることが判明したときは、直ちに当該下請負⼈等との契約を解



除します。 
（２）下請負⼈等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負⼈等の契約を承認したと

き、⼜は正当な理由がないのに当該下請負⼈等との契約を解除せず、若しくは下請負⼈等に対し契約
を解除するための措置を講じないときは、契約を解除されることに同意し、それに対して異議は⼀切
申し⽴てず、⼀切の損害賠償請求を⾏いません。 

 
 上記事項について、誓約いたします。 

年  ⽉  ⽇ 
 

住   所 
会 社 名 
代表者名 

  



別紙３ 
 
※会社案内、過去３年分の決算書類（事業報告、貸借対照表、損益計算書等）の添付をお願い致しま
す。 


